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第Ⅰ－②分科会：立ちあがれ自治体職員！
　　　　　　　　　　　　　 ― 地方自治の可能性を探る ― 
	テーマ
	自治体（職員）は、社会や住民から本当に必要とされているのか？

自治体（行政）は、本当に有効なのか？

どういうポジションに立てばいいのか？

	特徴的な情勢
	　地方分権一括法により自治体の権限は拡大され、自由度が増して責任が大きくなったものの、おりからの経済状況悪化、「三位一体改革・小さな政府」路線の影響を受け、自治体経営における歳入不安から、自治体の施策は縮小の一途をたどっている。

　歳入不足を補うため、より安価な行政運営が主体となり、市場化促進、自治体関連労働の賃金労働条件切り下げ、社会福祉分野を中心とした制度の改悪、安易な住民協働の導入などによって辻褄を合わせる状況であり、結果的に住民と自治体の間に不信、不安を招く事態も生じている。

　もはや、限定的な対応で不安・不信を解消することは不可能であるが、後戻りできないシステム変更としての「構造改革」の上に何を築くかが問われている。

	主要論点と実践課題
	　地方分権一括法後の地方自治体は、一見分権化されたかに見えるが決して十分ではない。国と地方自治体、自治体執行部と職員、自治体と住民、住民と住民などの間には、旧来のシステムの流れがまだまだ息づいている。それを意識して改革の素材に変えていくことが、分権自治を構築する大きなステップであり、今を生きる自治体労働者の責務とも言える。

　地方分権一括法以後の自治体運営には説明責任が重要であり、さらに自治体の申請主義に寄りかかることからの脱却が求められてきている。さらに、今の時代は自治体がすべてを提供する時代ではなく、住民も職員も自治体組織も、地域ニーズを把握して具体化できるよう変わらなければならない。

　分権改革を前に進める主体的力量とは「地域の公共の力」の構築である。私たちがここに中心的に関わることができなければ、分権の主たる担い手や地域の公共の力の主体を担うことはできない。換言すれば、ここに積極的に関われないならば、永久に地域社会や住民から信頼を得ることはできないし、必要ともされなくなる。

	討 論 の 柱
	● 自治体（職員）は、社会や住民から本当に必要とされているのか!?
　～市民とのつながりや対立の中から現在置かれているポジションを見つめる～
● 自治体（行政）は、本当に有効なのか!?
　～そのポジションの中で、これからどう動けば、自治体としてのシステムは有効になるのか～
● そのときに私たちは何をなすべきか!?
　～「地域の公共の力」にとって、自治体が有効であるならば、21世紀の自治体の可能性を探る～
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